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研究成果の概要（和文）：本研究は、南海トラフの地震による津波災害が想定されている静岡県沼津市をケース
スタディの対象として、災害事象としての津波をはじめ複数ケースの条件設定を前提とし、局所的な市街地等の
地区特性や住民の空間認識や避難に関する意識等も考慮した上での避難シミュレーションによる評価結果に基づ
き、どこまでの条件に対して避難安全性を確保するのか、といった安全の目標レベルに関する住民合意の形成と
当該合意に基づく実効性のある避難計画の策定を行うための、1)津波シミュレーション、2)避難シミュレーショ
ン、3)合意形成のためのワークショップ、を組み合わせ有効な津波避難計画の策定手法の構築を行ったものであ
る。

研究成果の概要（英文）：To develop a method to formulate an effective tsunami evacuation plan at 
community level, we conducted a case study on tsunami evacuation simulation, and held a workshop for
 residents’ consensus-building about the  safety level in Numazu city, Shizuoka Prefecture where 
the occurrence of the earthquake along Nankai Trough is expected. We carried out tsunami simulation 
and evacuation simulation assuming multiple cases, taking actual local conditions into account.

研究分野：都市防災

キーワード： 津波　避難計画　シミュレーション　ワークショップ　住民合意　最適配分
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
これまでも、マルチエージェントモデルな

どを用いた避難シミュレーションに基づき、
地区ごとの津波避難の安全性・困難性などの
評価を行い、当該結果を用いた避難計画の作
成に関する研究、ワークショップの手法を用
いたコミュニティベースの津波避難計画の
作成に関する研究などが行われてきた。 
しかし、それらは、津波の想定をはじめ基

本的にはある一定の条件下でのシミュレー
ション結果であり、当該結果は考慮すべき重
要な 1 ケースである事は間違いないが、それ
だけを前提として対策を検討することは、避
難の安全性を考える上で必ずしも十分とは
言えない。 
本研究では、複数ケースのハザードや地区

住民の空間認識や避難に関する意識等局所
的な要素も考慮した上での避難シミュレー
ションによる評価結果に基づき、どこまでの
前提条件に対して避難安全性を確保するの
か、といった安全の目標レベルに関する住民
合意の形成と当該合意に基づく実効性のあ
る避難計画の策定を目指すものであり、その
点が従来の研究とは異なる。 

 
２．研究の目的 
 南海トラフの地震による津波災害が想定
されている静岡県沼津市をケーススタディ
の対象として、本研究は、ハザード側の津波
をはじめ複数ケースの条件設定を前提とし、
局所的な市街地等の地区特性や住民の空間
認識や避難に関する意識等も考慮した上で
の避難シミュレーションによる評価結果に
基づき、どこまでの前提条件に対して避難安
全性を確保するのか、といった安全の目標レ
ベルに関する住民合意の形成と当該合意に
基づく実効性のある避難計画の策定を行う
ための、1)津波シミュレーション、2)避難シ
ミュレーション、3)合意形成のためのワーク
ショップ、を組み合わせ有効な津波避難計画
の策定手法の構築を目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)局所的な要素を考慮した頻度の異なる複

数ケースのハザードを想定する津波シミ
ュレーション手法の確立 

①地域の局所的な津波特性を把握するため
に津波痕跡記録の分析を行い、それらの痕
跡記録を再現しうる津波波源モデルを構
築する。次に、それらの波源モデルを元に、
当該地域における詳細な津波シミュレー
ションを実施することにより、津波避難計
画への影響を具体的に明らかにする。 

②被害想定で実施されているような広域的
な避難シミュレーションではなく、地域ご
とに異なる地形や防御構造物の影響、発生
頻度に依存する波源の不確定性による影
響を考慮した複数ケースの津波シミュレ
ーションを実施して様々な要素を考慮し
た地区ごとの浸水可能性の評価を実施す

る。 
 
(2)住民とのコミュニケーションに基づく複

数条件の設定に基づくシミュレーション
結果から地区の実態に即した有効な避難
計画を組み立てていくためのプロセスの
構築 

①市街地部の第二地区をケーススタディの
対象とし、単一の避難シミュレーション
結果を住民に示すのではなく、時系列で
の津波の浸水状況、避難ビルの配置・容
量、市街地内の人の分布といった前提条
件から、地区ごとの居住者の最適な避難
先の配分を行うモデルを構築し、実際の
地区の適用し有効な避難計画策定の支援
を行うとともに、当該避難計画の避難時
間短縮効果の評価を行った。 

 
(3) 安全の目標レベルに関する住民合意の

形成と当該合意に基づく実効性のある避
難計画の策定のためのワークショップ手
法の確立 

 (2)までの成果を活用し、市街地部及び漁
村集落等（第二地区、内浦地区、静浦地区、
戸田地区等）において、住民･行政が参加す
るワークショップを行い、住民合意に基づく
安全の目標レベルに対応した津波避難計画
を作成してもらった。 
 
(4) 地区の実態に即した住民合意に基づく

津波避難計画策定のためのワークショッ
プ手法の有効性の検証 

① 避難訓練時の行動計測に基づく避難計
画の有効性の検証 

 市街地部及び漁村集落において、避難訓練
時の歩行速度計測及び質問紙調査に基づく
避難計画の有効性の検証を行った。 
② ワークショップ参加者に対する事前･事

後の質問紙調査に基づく有効性の検証 
 戸田地区において実施したワークショッ
プの参加者に対し、その事前・事後に質問紙
調査を行い、津波避難に関する認識の変化把
握し、当該ワークショップ手法の有効性のつ
いての検証を行った。 
 
４．研究成果 
(1)局所的な要素を考慮した頻度の異なる複

数ケースのハザードを想定する津波シミ
ュレーション手法の確立 

① 1498年の明応東海地震津波の影響評価 
駿河湾内には、現在公表されている静岡県

第 4 次被害想定の浸水範囲よりも内陸部に
1498年の明応東海地震の津波による痕跡（伝
承）が複数知られている。これらは、南海ト
ラフで提案されている津波発生モデルでは
再現することができないため、本研究で取り
上げるべきローカルであるが局所的に津波
が高くなるケースと想定される。さらに、本
研究の研究対象地である西浦地区でも現想
定よりも内陸まで津波が入り込んだことが
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指摘されており、地域の局所的な津波特性を
理解するうえでは外すことのできない研究
対象である。 
はじめに、現在提案されている様々な断層

モデルを利用した津波シミュレーションを
実施し、現在提案されている津波発生モデル
ではこれらの痕跡を再現できないことを示
した。 
次に、津波発生源を駿河湾内と銭洲付近に

絞り込み、それらの場所で局所的な断層すべ
りの発生による津波高さへの影響を分析し、
通常の断層運動ではこれらの痕跡を再現し
きれないことも明らかとなった。 
最後に、発生源のサイズ、位置、高さ、伝

播の向きなどを変化させた津波シミュレー
ションを試行錯誤的に実施し、結果として図
1 に示すように駿河湾内に 4 か所の津波発生
源を想定し、40m の津波発生が必要であるこ
とを示した。 
歴史上の津波を再現する場合、これまでは

断層を複数のセグメントに分割して、それら
のすべり量を変化させることにより津波シ
ミュレーションを行うことが従前より行わ
れているが、本研究の結果からローカルな津
波を再現する場合は、断層運動以外の局所的
な津波発生を考慮する必要があることを示
すことができた。 

図 1 1498年明応東海地震の津波発生源 
 
② 不確定性による地域ごとの津波影響評価 

研究対象地である沼津市の海岸線は、駿河
湾内を南北に走るプレート境界に直面して
おり、プレート境界型の地震を想定した場合
であっても局所的なすべり量の違いによっ
て津波来襲状況が地域ごとに大幅に変化す
ることが考えられる。また、これらの場所に
蓄積されている歪も明らかになっていない
ため、ひずみ蓄積年数を複数ケース変化させ
た津波シミュレーションによって地域ごと
の津波来襲特性を明らかにすることができ
た。 
また、地域によっては防潮堤などの防御構

造物の整備状況やニーズも異なるため、これ
らの条件も変化させた津波シミュレーショ
ンによって、その効果を具体的に示すことが
できた。 

これらの複数ケースの津波モデルに基づ
くシミュレーション結果を浸水予測図に表
し、住民参加のワークショップに提示した。
ワークショップに提示した資料の一例を図 2
に示す。図 2 は静浦地区でのワークショップ
で示した資料であり、駿河湾内で 3m の津波
が発生（ひずみの蓄積年数として 179年程度）
した場合、防潮堤の整備有り無しでの被害状
況の違いを航空写真上に示したものである。
さらに、防潮堤整備によりどの程度の景観が
損なわれるかも併せて示すことでワークシ
ョップの議論を深めることに繋がった。 

図 2 津波発生状況と防潮堤の整備状況に応
じた津波被害状況の変化 

(2)住民とのコミュニケーションに基づく複
数条件の設定に基づくシミュレーション
結果から地区の実態に即した有効な避難
計画を組み立てていくためのプロセスの
構築 

①避難者の避難先の最適配分モデルの構築 
沼津市第二地区の市街地における，１）現

状での津波避難ビルの配置、２）各避難ビル
の容量、３）各避難ビルまでの津波到達時間、
４）市街地における夜間人口分布を前提条件
とし、各避難者が津波避難ビルまでの津波到
達時間以内に容量に空きが有る避難ビルに
避難するか、浸水域の外縁までの津波到達時
間内に浸水域外に避難した場合に避難完了
と定義し、上記条件で避難が完了しない避難
困難者数の最小化及び避難時間の最小化を
目的関数として、避難者の避難先配分の最適
化を行う方法についての考察を行った。 
 本研究では、表 1及び表 2 に示したケース
分けに従って，複数ケースについて避難先の
最適配分を行った。 
・歩行速度(健常者・避難行動要支援者)と避

難開始時間（5分・10 分）の設定 
・避難容量の小さな避難ビルの避難先として

の利用の可否 
・避難者の目的地決定の方法（最も避難時間

が短くなる避難先に割り振るケース
（algorithm 1）・浸水域外の目的地を優
先して割り振るケース（algorithm 2）） 

・各避難者の目的地割り当ての改善（Refine）
（「避難困難者数の最小化」及び「避難時
間の最小化」を目的として，避難者の全ペ
ア間で目的地の交換について判断を行い，
目的に則した改善が見られる場合は交換

現況

浸水深２～３ｍ

３ｍの防潮堤整備

駿河湾で３ｍの津波が
発生したケース



を行うという目的地割り当ての改善の手
順を行った場合と行わなかった場合の 2ケ
ース） 

表 1避難先の割り振りのケース毎の条件設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 避難先の割り方法によるケース分け 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 ケース毎の避難時間の RMS(1)と避難困

難者数及び最寄の避難先以外への避難者
数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実際の市街地における夜間人口を前提と

した避難において、避難ビル等の容量や避難
開始時間、避難先への津波到達時間等を考慮
した上で、避難者の避難完了までの時間を出
来る限り短縮させるための避難先の配分方
法についての提案を行った。本方法を用いる
ことにより、津波浸水が想定される他の地区
においても本手法を適用して、より有効な避
難計画の検討を行うことが可能であると考

えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3避難先の配分結果（CASE1・algorithm1r） 
 
 (3) 安全の目標レベルに関する住民合意の

形成と当該合意に基づく実効性のある避
難計画の策定のためのワークショップ手
法の確立 

ワークショップでは、各地区における津波
シミュレーション及び避難シミュレーショ
ンの手法や設定条件の説明後、複数ケースの
津波避難シミュレーション結果を動画と資
料に基づき説明し、その内容を共有するとと
もに，津波対策計画検討の前提として理解し
てもらった。 
 その後、1～2 つの自治会で 1つのグループ
を構成し、各グループごとに避難先となる高
台や避難ビル、避難経路を地図上で確認し、
各々の自治会の避難計画の検討を行っても
らった。最後にグループごとに結果を発表し
合い全体で情報を共有した。その際、避難対
策でどこまでをカバーし、防潮堤など津波防
護施設整備や高台移転など避難対策以外の
対策も含めどこまでの対策を安全レベルの
目標とするかについても検討してもらった。 
 各地区でのワークショップの成果と課題
を次のワークショップに反映させる形で、ワ
ークショップ手法の確立を図った。 
 
(4) 地区の実態に即した住民合意に基づく

津波避難計画策定のためのワークショッ
プ手法の有効性の検証 

① 避難訓練時の行動計測に基づく避難計
画の有効性の検証 

避難距離は市街地の特性により異なる（図
4）。自宅から避難先までの距離については、
自宅から一番近い避難ビルへ移動する傾向



が高いが、必ずしも自宅から最寄りの避難ビ
ルへの避難を決めている訳ではない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 自宅から避難先までの距離 
また、避難先として、比較的容量の大きい

避難先を選ぶ傾向が見られた。しかし、容量
の大きな避難先が近くに存在しない地区を
含む第三地区では、容量 100 人未満の避難先
も結果として選ばれている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 避難先の容量 
避難訓練時の計測調査により、平坦な市街

地や歩行速度や漁村集落に多く見られる坂
道や階段などにおける歩行速度の把握を行
った結果、概ね現行の避難計画で前提として
いる歩行速度は安全側に設定されているこ
とが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 年齢と平均歩行速度の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 勾配と歩行速度の関係 
 上記の検討から、ワークショップに用いた

避難シミュレーション結果の妥当性が概ね
検証された。 
② ワークショップ参加者に対する事前･事

後の質問紙調査に基づく有効性の検証 
 想定されている南海トラフの地震が発生
した際に地震発生から自宅に津波が到達す
るまでにかかる時間に関する認識について、
事前と事後の比較を行った。事前と事後の変
化をみると、「10 分以内→5 分以内」の変化
が最も多く 9人であった。全体で「早い方へ
の変化」が 12 人，「遅い方への変化」が 6人
であった。 

表 4自宅への津波到達時間の認識 
 
 
 
 
 
 
 想定されている南海トラフの地震による
津波から避難する途中で津波に追いつかれ
る危険性の認識について、事前と事後の比較
を行った結果を表 5に示した。 
 ワークショップ以前の段階では「場合によ
リ追いつかれることがある」と回答した 23
人のうち、4 人が「確実に追いつかれる」に
変化し、事前に「避難可能」と回答した 10
人のうち 5人は「場合により追いつかれる」
に変化し、3 人が無回答であった。 
表 5避難途中津波に追いつかれる危険性認識 
 
 
 
 
 津波避難ビル、津波避難タワー、津波避難
路等津波避難施設整備の状況に関する認識
について、事前と事後の比較を行った結果を
表 6に示した。 
 事前段階で「分からない」と回答した 14
人のうち，11人が「十分とは思わない」に変
化し、また、事前には「十分と思う」と回答
した 6人のうち 3人が「十分とは思わない」
に、1 人が「わからない」に変化するなど、
全体として「十分と思わない」と答える人が
事前に比べて大きく数を伸ばした。 

表 6津波避難施設の整備状況の認識 
 
 
 
 
 戸田地区の沿岸部には，現在，高潮を対象
とした防潮堤（中心部で 2m，井田で 5m）は
あるが、津波対策を目的とした防潮堤は整備
されていない。この前提で、防潮堤の有無に
関する考えについて尋ね、事前と事後の回答
の比較を行った結果を表 7に示した。 
 事前段階で、「わからない」「無い方が良い」
と回答したうちの 7人が、事後では「あるほ
うが良い」に変化している。全体でも「ある
ほうが良い」が事前より事後の方が 6人増え、



「無い方が良い」は 2 人減っている。 
 「防潮堤があるほうが良い」理由を自由記
入で尋ねたところ、「少しでも津波の到達を
遅らせたり浸水深を下げることができるか
ら」が最も置く、「命を守ることが大切」と
いった理由が次いで多かった。特に「少しで
も津波の到達を遅らせたり浸水深を下げる
ことができるから」という理由は事後のアン
ケートの方が多くなっていた。（6→12）一方
「防潮堤が無い方良い」理由については事前
では「景観が悪くなる」が 6 人で最も多く、
他には「津波に対し十分な高さが確保できな
いなら無くても同じ」、「とにかく逃げればよ
い」といった意見があった。しかし、事後で
は「景観が悪くなる」は 0 件となり、「津波
に対し十分な高さが確保できないなら無く
ても同じ」といった防潮堤の効果を疑問視す
る意見が 2件ほどあった。 

表 7防潮堤の有無に関する考え 
 
 
 
 今後、南海トラフを震源とする巨大地震が
発生する前に津波対策として自宅を高台へ
移転する、自宅を津波に対して安全なものに
改修するといった住宅の更新を検討するか
否かについて訊ねたところ、事前では、57人
中当該質問には 55 人が回答し、うち 7 人が
想定浸水域外と回答し、残った 48 人中 19％
に当たる 9 人が「考えている」「条件によっ
ては考える」と回答した。事後では、57人中、
当該質問には 48 人が回答し、うち 9 人が想
定浸水域外と回答し、残った 39 人中 28％に
当たる 11人が「考えている」「条件によって
は考える」と回答した。事前よりも事後の方
が住宅の事前対応を考える人数が若干増え
た。 
 以上の結果から、ワークショップ参加者の
現状の津波災害リスクに対する認識が高ま
っていることが明らかとなり、避難計画策定
に対し適切なリスク認識に基づく合理的な
意思決定を行う上で、ワークショップが有効
に機能していることが検証された。 
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